蒲郡市身分証明書交付に関する事務取扱要領

（目的）

第１条　この要領は、身分証明書の交付に関する事務についての取扱いを定めることにより、個人情報の保護を図るとともに適切かつ円滑な事務の処理を図ることを目的とする。

（交付の要件）

第２条　市長は、次の各号に該当する請求があったとき身分証明書を交付することができる。

　⑴　本人からの交付請求

　⑵　同居の親族（配偶者、直系尊属、直系卑属）からの交付請求

　⑶　別居の親族（配偶者、直系尊属、直系卑属）からの交付請求

　⑷　本人の委任状を添付した交付請求

（交付請求）

第３条　市長は、交付請求者に対し、次の各号の事項を明らかにさせるものとする。

　⑴　請求に係る者の氏名、生年月日、本籍、筆頭者氏名

　⑵　請求者の氏名、住所

（請求者の確認）

第４条　市長は、次に掲げる書類により請求者の本人確認をするものとする。

1 個人番号カード、旅券、運転免許証、その他官公署が発行した許可証若しくは資格証明書等（本人の顔写真が貼付されたものに限る。）

⑵　その他市長が適当と認めるもの

２　市長は、第２条第２号及び第４号による請求であって、前項により本人確認できないとき並びに第２条第３号による請求のときは、郵便等により身分証明書を本人宛に送付するものとする。この場合において送付に要する費用は、請求する者の負担とする。

（確認内容の補記）

第５条　市長は、前条により請求者の本人確認をしたときは、その確認内容及び方法を請求書に記載するものとする。

（身分証明書交付の拒否）

第６条　市長は、身分証明書の交付請求があった場合において、次に掲げる事由の各号の一に該当するときは、当該請求を拒むことができる。

　⑴　当該請求が不当な目的によることが明らかなとき。

　⑵　その他市長が交付することが不適当と認めるとき。

（郵便等による交付請求についての取扱）

第７条　市長は、第２条各号に規定する者から郵便等により、身分証明書の交付請求があつた場合においては、第３条から前条の規定により取り扱うものとする。なお、身分証明書の返信先には十分配慮しなければならない。

（雑則）

第８条　この要領に定めるもののほか、身分証明書の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　この要領は、平成２０年１月１日から施行する。

附　則

　この要領は、平成２２年１０月１８日から施行する。

附　則

　この要領は、平成２３年１月１７日から施行する。

附　則

　この要領は、平成２４年３月７日から施行する。

　　　附　則
　この要領は、平成２４年１０月１７日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要領は、平成２８年１月１日から施行する。
　（経過措置）
２　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２５年法律第２８号。以下「番号整備法」という。）第２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた住民基本台帳カード（番号整備法第１９条の規定による改正前の住民基本台帳法第３０条の４４第３項の規定により交付された住民基本台帳カードをいう。）の取り扱いについては、なお従前の例による。
